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資産運用会社の内部規則である「運用ガイドライン」の変更に関するお知らせ 

 

平和不動産リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運用会社で

ある平和不動産アセットマネジメント株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）は、本日開催された

取締役会において、平成 23 年 1月 27日付で、資産運用会社の内部規則である「平和不動産リート投資法人

運用ガイドライン」（以下「運用ガイドライン」といいます。）を変更することを決議しましたので、お知

らせいたします。 

記 

 

1．変更の理由 

（1）資産運用会社の社内規程の改定に合わせ、「ⅩⅡ．ガバナンス １．当社組織 (３)投資委員会 及び 

(４)コンプライアンス委員会」並びに「ⅩⅡ．ガバナンス ４．利害関係者との取引制限 (３)利害関

係者との取引制限」について変更しました。 

（2）物件の取得・売却に当たり、取り纏め依頼書・買付証明書又は売付条件提示書の発行を機動的に実行で

きるようにするため、「ⅩⅡ．ガバナンス ２．意思決定プロセス」を変更しました。 

（3）その他所要の修正を行いました。 

2．変更の内容 

主な変更箇所は以下の通りです。（変更箇所は下線の部分です。） 

変更前 変更後 

ⅩⅡ．ガバナンス 

１．当社組織 

（略） 

 (３) 投資委員会 

当社には、代表取締役管轄の組織である投資委員会が

設置されており、その概要は以下の通りである。 

委員 代表取締役（議長）、常務取締役、チーフ・

コンプライアンス・オフィサー、投資運用

本部長、業務企画本部長、業務企画本部副

本部長、オフィス投資運用部長、レジデン

ⅩⅡ．ガバナンス 

１．当社組織 

（略） 

 (３) 投資委員会 

当社には、代表取締役管轄の組織である投資委員会が

設置されており、その概要は以下の通りである。 

委員 代表取締役（委員長）、常務取締役、チー

フ・コンプライアンス・オフィサー、投資

運用本部長、業務企画本部長、業務企画本

部副本部長、オフィス投資運用部長、レジ
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ス投資運用部長、経営企画部長。また、議

長が必要と認めた場合は、上記の役職員以

外の従業員および当会社以外の識者を委

員に委嘱することができる。 

審議内容 ・運用ガイドラインの策定・改定 

・運用資産の選定、取得および売却 

 

・運用資産に係る各種運用計画（ポートフ

ォリオ計画、当期事業計画、当期修繕計

画）の策定 

 

・本投資法人の資金調達等の重要な事項に

関する方針の決定 

・営業期間経過の都度における運用実績に

対する評価分析 

審議方法

等 

委員全員が出席し、全員の賛成により決議

する。 

審議結果が全会一致とならない場合は、議

長の権限で決議し、取締役会に付議できる

ものとする。但し、利害関係者との取引に

ついては、全会一致で決議されない議案

は、取締役会に付議できない。 

 (４) コンプライアンス委員会 

当社には、取締役会管轄の組織であるコンプライアン

ス委員会が設置されており、その概要は以下の通りで

ある。 

デンス投資運用部長、経営企画部長。また、

委員長が必要と認めた場合は、上記の役職

員以外の従業員および当会社以外の識者

を委員に委嘱することができる。 

審議内容 ・運用ガイドラインの策定および変更 

・運用資産の取得および売却に係る契約締

結 

・運用資産に係る各種運用計画（ポートフ

ォリオ計画、資産管理計画、当期事業計

画、当期修繕計画、資金計画）の策定お

よび変更 

・本投資法人の資金調達等の重要な事項に

関する方針の決定 

・営業期間経過の都度における運用実績に

対する評価分析 

審議方法

等 

全委員のうち委員長を含む４分の３以上

が出席し、全員の賛成により決議する。 

審議結果が全会一致とならない場合は、委

員長の権限で決議し、取締役会への付議を

決定するものとする。但し、利害関係者と

の取引については、全会一致で決議されな

い議案は、取締役会に付議できない。 

(４) コンプライアンス委員会 

当社には、取締役会管轄の組織であるコンプライアン

ス委員会が設置されており、その概要は以下の通りで

ある。 

委員 チーフ・コンプライアンス・オフィサー（委

員長）、常務取締役、業務企画本部長、業

務企画本部副本部長、監査室長、経営企画

部長、IR部長、総務部長、財務経理部長 

 

 

 

 

審議内容 ・定款、規則等の新設改廃における法令遵

守状況 

・運用資産の運用管理に係る方針・計画等

の策定における法令遵守状況 

・運用資産の取得・売却の企画プロセスお

よび実行プロセスにおける法令遵守状況

等 

・業務一般における法令遵守状況 

委員 チーフ・コンプライアンス・オフィサー（委

員長）、常務取締役、業務企画本部長、業

務企画本部副本部長、経営企画部長、IR

部長、総務部長、財務経理部長。また、委

員長が必要と認めた場合は、取締役会の承

認を得て、上記の役職員以外の役職員およ

び外部専門家を委員に委嘱することがで

きる。 

審議内容 ・定款、規則等の新設改廃における法令遵

守状況 

・運用資産の運用管理に係る方針・計画等

の策定および変更における法令遵守状況 

・運用資産の取得・売却の実行プロセスに

おける法令遵守状況等 

 

・業務一般における法令遵守状況 
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・投信法および金商法上定義されている利

害関係人等、当社の総株主の議決権の

100分の 10超の議決権を保有している会

社等、かかる会社等がその総株主等の議

決権の100分の 50超の議決権を保有して

いる会社等ならびにこれらの者がその資

産の運用・管理に関して助言等を行って

いる会社等（以下「利害関係者」という。）

との取引の有無および妥当性 

審議方法

等 

委員全員が出席し、全員の賛成により決議

する。審議結果が全会一致とならない場

合、または重要な契約の締結・官公庁への

許認可・届出事項、利害関係者との取引に

ついて確認を要する場合は、外部弁護士の

判断を仰ぐ。 

 

 

 

 

全会一致で決議されない議案であっても、

委員長が、外部弁護士の確認を受けてコン

プライアンス上問題がないと判断した場

合は、投資委員会に付議できるものとす

る。 

 

 

２．意思決定プロセス 

投資運用にかかる決定を行うための審議書の作成・提出

から決議までのプロセスは以下のとおりとする。 

 

議案の作成・提出者 

起案 

差し戻し 

審議 

コンプライアンス委員会 

 

審議承認 

投資委員会 

意思決定 

審議承認 

付議 

取締役会 

・投信法および金商法上定義されている利

害関係人等、当社の総株主の議決権の

100分の 10超の議決権を保有している会

社等、かかる会社等がその総株主等の議

決権の100分の 50超の議決権を保有して

いる会社等ならびにこれらの者がその資

産の運用・管理に関して助言等を行って

いる会社等（以下「利害関係者」という。）

との取引の有無および妥当性 

審議方法

等 

全委員のうち委員長を含む４分の３以上

が出席し、全員の賛成により決議する。審

議結果が全会一致とならない場合、または

新規業務の開始・重要な契約の締結・官公

庁への許認可・届出事項、利害関係者との

取引（取引条件等が同一で改めて判断の必

要がないものとして、利益相反行為防止規

程に規定するものは除く。）について確認

を要する場合は、外部弁護士の判断を仰

ぐ。 

全会一致に至らない議案であっても、委員

長を含む３分の２以上の委員が賛成し、か

つ委員長が、当該問題点につき外部弁護士

と協議し、コンプライアンス上問題がない

ことを確認した場合に限り、委員長の判断

に基づき承認し、投資委員会に付議できる

ものとする。 

２．意思決定プロセス 

(１) 運用資産の運用管理に係る方針・計画等の決定を行

うための稟議書の作成・提出から決議までのプロセスは

以下のとおりとする。 

議案の作成・提出者 

起案 

差し戻し  差し戻し 

審議 

コンプライアンス委員会 

 

審議承認 

投資委員会 

審議承認 

付議 

取締役会 

意思決定 
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物件売却・取得 

の場合 

コンプライアンス委員会 

 

 

投資委員会 

 

 

取締役会 

 

(1) 投資運用本部長および（または）業務企画本部長は、運用

ガイドライン、ポートフォリオ計画、当期事業計画、修繕

計画等の制定・改定および運用資産の取得・売却等を行う

に際し、審議書を作成して、コンプライアンス委員会に提

出する。 

(2) コンプライアンス委員会委員長（チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー）は、コンプライアンス委員会を開催し、

法令・諸規則等の遵守状況等、コンプライアンス上の問題

点の有無、利害関係者と投資法人との取引の有無を確認す

る。 

(3) コンプライアンス委員会において問題がないと認めた議案

のみを、投資委員会に付議でき、コンプライアンス委員会

がコンプライアンス上の重要な問題があると判断した場合

は、審議書を差し戻し、投資委員会に付議できない。 

(4) コンプライアンス委員会において問題がないと認められ、

投資委員会で決議された議案は、取締役会に付議され、取

締役会で最終決議される。 

 

 

 

 

（5）運用資産の取得・売却に関する議案については、契約書作成

等取引の実行段階で、当初のコンプライアンス委員会で審議

した取引条件等との整合性、各種デューデリジェンス結果の

検証および契約書等の内容を確認するため、コンプライアン

ス委員会、投資委員会および取締役会が開催され、審議され、

問題がないと認めた場合に限り、取引が実行できる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 経営企画部長および（または）オフィス投資運用部長・レ

ジデンス投資運用部長は、運用ガイドライン、ポートフォ

リオ計画、当期事業計画、修繕計画等の制定および変更等

を行うに際し、稟議書を作成して、コンプライアンス委員

会に提出する。 

(2) コンプライアンス委員会委員長（チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー）は、コンプライアンス委員会を開催し、

法令・諸規則等の遵守状況等、コンプライアンス上の問題

点の有無、利害関係者と投資法人との取引の有無を確認す

る。 

(3) コンプライアンス委員会において問題がないと認めた議案

のみを、投資委員会に付議でき、コンプライアンス委員会

がコンプライアンス上の問題があると判断した場合は、所

管の本部長に修正を指示する。 

(4) 投資委員会はコンプライアンス委員会を通過した議案につ

いて審議し、問題があると判断した場合は所管の本部長に

修正を指示する。利害関係者取引については、投資委員会

の全会一致の承認を条件とする。投資委員会で決議された

議案は、取締役会に付議し、取締役会で最終決定される。

利害関係者取引については、取締役会の全会一致の承認を

条件とする。 

（削除） 

 

 

 

 

 

(２) 運用資産の取得・売却等の決定を行うための稟議書

の作成・提出から決議までのプロセスは以下のとおり

とする。 

 

企画段階 
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議案の作成・提出者 

起案 

 

承認 

代表取締役 

 

契約締結等段階 

議案の作成・提出者 

起案 

差し戻し  差し戻し 

審議 

コンプライアンス委員会 

 

審議 

投資委員会 

審議承認 

付議 

取締役会 

意思決定 

 

(1) オフィス投資運用部長および（または）レジデンス投資運

用部長（以下「起案部」という。）は、運用資産の取得・

売却等を行うに際し、運用ガイドラインおよび当期資産管

理計画をもとに、運用資産取得・売却企画に係る稟議書を

作成して代表取締役に提出する。 

(2) 代表取締役は、運用資産取得・売却企画に係る内容の妥当

性を確認の上、稟議書を承認する。 

(3) 起案部は、代表取締役の承認後、取り纏め依頼書・買付証

明書または売付条件提示書を発行し、売主または買主との

交渉を開始する。 

(4) 起案部の部長は、売買契約書締結等に係る稟議書を作成し、

上記(2)にて承認済みの稟議書（写し）その他の資料をコン

プライアンス委員会に提出する。 

(5) コンプライアンス委員会委員長（チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー）は、コンプライアンス委員会を開催し、

各種デュー・ディリジェンス等の結果およびコンプライア

ンスチェックに基づき、代表取締役による承認済みの稟議

書の内容と実際の契約内容の整合性および契約諸条件等の

適法性および妥当性を審議する。コンプライアンス委員会

において問題がないと認めた議案のみを、投資委員会に付

議でき、コンプライアンス委員会がコンプライアンス上の

問題があると判断した場合は、投資運用本部長に修正を指
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（略） 

４．利害関係者との取引制限 

(３) 利害関係者との取引制限 

（略） 

ただし、利害関係者に対する修繕に係る一発注案件

当たり、200万円未満の支出については投資委員会、取

締役会の審議対象から除外し、取締役会への報告事項

とする。 

示する。 

(6) 投資委員会は、コンプライアンス委員会を通過した議案に

関し、デュー・ディリジェンス等の結果および契約諸条件

等について審議する。投資委員会における審議結果の決議

は全会一致を原則とする。また、利害関係者取引について

は、投資委員会の全会一致の承認を条件とする。問題があ

ると判断した場合は投資運用本部長に修正を指示する。投

資委員会において問題がないと認めた議案は、取締役会に

付議し、取締役会で最終決定される。利害関係者取引につ

いては、取締役会の全会一致の承認を条件とする。 

（略） 

４．利害関係者との取引制限 

(３) 利害関係者との取引制限 

（略） 

ただし、利害関係者に対する修繕に係る一発注案件

当たり 200 万円未満の支出および直ちに修繕工事を行

わないと運用資産に重大な損害が生じる可能性がある

等、一発注案件当たり 200 万円以上の当期修繕計画外

の修繕工事を緊急に行う必要がある場合の当該支出に

ついては投資委員会、取締役会の審議対象から除外し、

取締役会への報告事項とする。 

 

3．今後の見通し 

運用ガイドラインの変更による平成 23 年 5月期の運用状況への影響はありません。 

 

以 上 

 

 

＊ 資料の配布先 ： 兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス ： http://www.heiwa-re.co.jp/ 


